




































































































































































Gi ＝ ti Yi ＋ Si （1）






Sj ＝ ti （Y － Yj ） － tc Yj （2）
ただし，j = 1, 2, ･･･, m
Sk ＝ － tc Yk （3）































































（2）  平衡交付金受取額がネットでゼロ（ Sj ＝ 0 ）となる地域については，
 　　　　　
  という条件を満たす必要がある。定義より（ Y－ Yj ） ＞ 0であることから，平衡交付金受取額がゼロとなる
地域の所得水準は，当該国内の平均所得水準よりも低いことになる。
（3）  交付金受取地域の増税は，地方税率の全国平均値ti を上昇させるが，その上昇幅△ti は，当該地域の増税幅 
△tj より小さいと考えられる（ △tj ＞ △ti ）。したがって，






















































































































平衡交付金の交付基準は，基準財政収入額tr Yi が基準財政需要額Bi を下回る場合であ
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り，
Bi ＞ tr Yi （9）
となる。








Gi ＝ ts Yi ＋ Si （10）
ただし，i = 1, 2, ･･･, m, m + 1, ･･･, n




Sj ＝ Bj － tr Yj － tc Yj （11）
ただし，j = 1, 2, ･･･, m
Sk ＝ － tc Yk （12）
ただし，k = m + 1, ･･･, n
となる（4）。
（11）式より，平衡交付金受取地域jにおいて，基準財政需要額Bj から，地域jの基準財政







 　　　　　Bj － tr Yj ＝ tc Yj
  と示すことができる。ここで定義よりtc ≠ 0であるから，Bj ＞ tr Yj となる。したがって，ネットでの平衡交























Bj が大きいほど，基準財政収入額tr Yj が小さいほど，また所得水準Yj が低いほど大きくな
る。






Gj ＝ Bj ＋ { （ ts － tr ） Yj － tc Yj } （18）
となる。
（18）式の右辺第二項は，地方税収入ts Yj から，ナショナル・ミニマム・スタンダードの











Rk ＝ ts Yk － Bk （20）
と定義できる。
この（20）式を，地方税額ts Yk について整理すると，
ts Yk ＝ Bk ＋ Rk （21）
となり， （21）式を（19）式に代入して整理すると，
Gk ＝ Bk ＋ （ Rk － tc Yk ） （22）
となる。
（22）式の右辺第二項は，余裕財源Rk から平衡交付金の財源となる国税支払額tc Yk を引
いたものである。これは，平衡交付金の財源を供出する地域kの地方自治体において，地

















































Rk ＝ ts Yk － Bk （20）
余裕財源Rk の縮小を招くことになる。
一方，国税率tc の上昇は， （22）式で示すとおり，
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〔抄　録〕
わが国では，長年にわたって地方分権の推進が求められながらも，実質的な改革が進ま
ない状況にあるが，その背景には，中央集権的な地方財政制度に内在する問題があると考
えられる。
本論では，わが国の地方財政の状況を念頭におきながら，中央集権的な財政調整制度が
地方財政制度にどのような影響をもたらすのかを検討した。
地方分権が成立している状況と対比する形で，中央集権的な地方財政制度のもとで行わ
れる財政調整の効果について考察したところ，わが国のような中央集権的な地方財政制度
は，地方財政に対する中央統制を強化する可能性があることが明らかになった。
地方分権地方財政制度への移行には，財政調整制度の修正や運用の見直しといった表層
的な改善ではなく，政治決定ルールの見直しといった根源的な課題設定が求められている。
そのためには，ナショナル・ミニマム・スタンダードといった標準的な行政を縮小させ
るとともに，地方税を中心とするシンプルな地方財政制度を再構築し，各地方自治体が独
自に地方公共サービスを供給できるように裁量の拡大を図る必要がある。
